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本研究では，過去の同様の調査との経年変化を取得できる，鉄道通勤利用者の選択肢集合を尋ねる調査

を企画設計，実施し，鉄道通勤利用者の選択肢集合である実選択経路，代替経路などの利用状況を把握し

た．また，本研究では実施した調査と既存調査である大都市交通センサス，過去2回行われた同様の調査

との比較を行い，本調査の特徴である選択肢集合の重要性を述べた．調査結果として，5年前からの通勤

所要時間の短縮など近年の鉄道事業の成果は顕在化していると考えられる．また実際に用いられる経路沿

線の選択肢集合を比較することで選択肢集合が月日と共に変化していることも分かった． 
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1. はじめに 

 

今日，首都圏において高密度な鉄道ネットワークが構

築されている．そのため同一の発着地間において利用可

能な経路が複数存在し，鉄道利用者は多様な経路選択が

可能となり，出発地から目的地までいく際に多くの利用

者は経路選択を行っている．現在，鉄道利用経路を捕捉

可能な大規模な調査に，大都市交通センサス，パーソン

トリップ調査などがあるが，どれも鉄道利用者の経路選

択行動を把握するために必要な代替経路（利用者が経路

選択を行なう際に考慮する経路）が取得できていない．

この場合，分析者が自ら代替経路を設定するため，利用

者が考える代替経路と一致しているとは言えず，必ずし

も正確な利用実態が把握できない．また，首都圏の鉄道

ネットワークの有効活用にむけて鉄道整備が行なわれて

いるが，首都圏では財源の確保の問題から大規模な整備

から局所的改良へとシフトしている．そのような改良を

行うにあたってより精緻な鉄道利用者の行動分析が必要

である．これらを考慮すると，経路選択行動の実態をよ

り正確に把握する意義は大きい． 

そこで，本研究では実選択経路（鉄道利用者が普段か

ら利用している経路）と代替経路を捕捉するための『通

勤時における鉄道利用実態調査』を企画設計，実施し，

より実態に近い鉄道利用者の経路選択行動の把握を行な

う． 

 

2. 『通勤時における鉄道利用実態調査』 
  と関係する調査の概要 
 

(1) 調査概要 

本調査は着地点を指定して行う『着地調査』である．

（以下『通勤時における鉄道利用実態調査』を『着地調

査』と称する．） 

(a) 調査方法 

 着地調査では，まず首都圏の事業所を抽出し，事業所

ごとに担当社員を選任する．次に担当社員に調査の説明

をし，まとめて調査票を渡す．調査票の回答者への配布，

回収は事業所の担当社員が行う．その後一週間程度おき

我々が各事業所の担当社員から調査票を受け取る自記式

調査票を用いた訪問留置法による調査である． 

調査票の配布場所を勤務先にしているため、効率よく

都心に向かう鉄道利用者の経路を把握することができる．  
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2010年の調査期間は2010年12月～2011年2月である． 

(b) 調査内容 

2010年の調査内容の概要を表―1に示す．本調査は通

勤者の自宅から勤務先までの経路取得を目的としている．

この際，実際にいつも通勤に利用している経路（実選択

経路）を1つと，定期券購入時に候補にした経路及び普

段たまに使う経路（代替経路）を最大5つまで回答して

もらう．また各路線に関し，混雑状況，利用券種，列車

種別等尋ねている． 

表－1 通勤利用者への調査概要 

対象地域

JR山手線周辺及びその内側の地域

（神奈川県の一部地域にも配布）

対象者 通勤時に鉄道を利用している者

1）アクセス・イグレス環境

　・末端交通手段選択，駐車場等の利用実態

2）実選択経路

　・通勤経路，着席状況，選択理由等

3）代替経路

　・利用可能な経路，利用状況

　・実選択経路になりえない理由等

　・利用頻度

4）列車内，駅構内における行動

5）個人属性

調査項目

 

 

(2) 既往調査（大都市交通センサス） 

 大都市交通センサスは，首都圏，中京圏，近畿圏の三

大都市圏において，鉄道,バス等の大量公共輸送機関の

利用実態を調査し，各都市圏における旅客流動量や鉄道，

バス等の利用状況（利用経路，乗換え関係，末端交通手

段，利用の時間帯分布等）を把握するとともに，人口の

分布と輸送量との関係，輸送需要構造等の分析を行ない，

三大都市圏における公共交通政策の検討に資する基礎資

料の提供を目的としている．しかし，実選択経路（普段

から利用している経路）の経路選択結果は取得されてい

るが，通勤利用者が認知している代替経路等は取得され

ていない．また通勤利用者の所在を正確に把握していな

くアクセス環境も費用等は取得されていない． 

 

(3) 過去の着地調査 

着地調査は過去 2回行われている．2000年に若林ら

1)

によって行われた第 1回調査では代替経路を取得したこ

とで鉄道利用者が認知している選択肢集合を把握した．

しかし，第 1回調査では代替経路を取得したものの非現

実的な経路も回答されており，選択肢集合に含まれると

は考え難い非現実的な代替経路が複数存在するという問

題点が生じた．そこで，2005年に水谷ら

2）
が行った第 2

回調査ではこれらの問題を考慮して，代替経路に利用可

能性を『是非使いたい』，『あまり使う気がしない』，

『知っているだけで全く使う気がしない』の 3段階で尋

ね，より正確な経路選択肢集合を取得している． 

(4) 2010年着地調査の特徴 

第 3回目の今回は過去の着地調査からの経年変化を調

べるため，2000年，2005年と同様の内容にしている．

しかし，代替経路については実選択経路と同様に利用実

態を訊き，また利用可能性だけでなく利用頻度，実選択

経路になりえない要因を尋ね，過去調査よりも代替経路

に関する情報をより正確に把握している．またアクセス

環境において結節点に関する項目を加え，交通手段，料

金に駐車料金等を含めより利用者の実態を把握している．

そして調査票を配る際，1 社あたり 50 票にとどめるこ

とで偏りが少ないデータを多く取得した．そのため

2005年度の 50社から大幅に増やし 2010年度は 102社と

した．2000年，2005年，2010年調査の概要を表―2に示

す． 

表-2 各年次の着地調査概要 

2000年調査 2005年調査 2010年調査

実施期間

2000年11月～

12月

2005年12月～

2006年1月

2010 年12月

～2011年2月

回収部数 676票 1201票 1217票

回収率 81.3%

一部電子媒体を用いたた

め正確には算出できない

が，90％を超える．

91.7%

有効回答率 70.0% 85.4% 86.0%

 

 
3. 調査結果 

 

(1) 2010年度着地調査，集計結果 

2010年度調査では 1217のサンプルを取得した．その

内，有効回答数 1142の回答者の属性を表－3に示す．個

人属性に関して性別に偏りがあるものの，年齢構成では

幅広い世代からサンプルが取得できている．また，個々

のサンプルは着地点が都心に密集し，発地点は東京，神

奈川，千葉，埼玉，茨城など関東広域に散布していた．

そのため効率よく首都圏全体に広がる鉄道経路を取得で

きていることが分かる． 

そして，近年の鉄道利用者を取り巻く環境の変化が顕

著に示されていた．例えば Suicaなど ICカードの普及で

ある．2001年に発行を開始した Suicaについて，通勤時

で捉えてみると約 90%の人々が ICカードの定期券，チ

ャージ（料金の前払い）を利用している．このことから

IC カードの利用は確実に広がりをみせ，通勤時におけ

る経路選択肢の広がりに繋がっていると推察される． 

 

表-3 回答者の性別と年齢の構成 

性別 男性 女性

906 236

年齢 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳

51 159 197 203 172

45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65歳以上 不明

132 98 72 43 10 5
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(2) 通勤利用者の実選択経路 

通勤利用者の実選択経路における選択要因では乗車時

間が短い（45.6%），乗換え回数が少ない（17.8%），列

車乗車時に着席したい（10.5%）が上位3つを占め，運賃

を考慮して通勤している人は全体の9.4%であった．この

ことから運賃よりも，身体的要因，つまり早く，楽に通

勤をしようとする人が多いことが覗える．近年の経済不

況を背景に，企業はコスト削減の一環として通勤手当を

削減しようとする動きとは相反する結果となった． 

 

(3) 通勤利用者が候補とする代替経路 

 通勤者鉄道利用者が候補に挙げる代替経路数を図-1に

示す．その結果，実選択経路しか候補にならない通勤者

は全体の15%であり，85%の人が経路選択を行っている

ことが分かる．このことを考慮すると，通勤鉄道利用者

が候補に挙げる代替経路の情報を取得し，選択肢集合を

考慮すべきであると考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 代替経路数 

また代替経路が実選択経路になりえない理由では，そ

の他（27.8%）が最も多く，次いで乗車時間が長い

（23.2%），乗換え回数が多い（18.2%）という結果であ

った．代替経路が実選択経路になりえない理由としてデ

メリットを選択肢としているが，メリットがあるから代

替経路となっていることも考えられるため，その他の項

目ではメリットを記入してもらった．つまりこの結果は，

通勤利用者はメリットがあるから代替経路を選択肢集合

に含むことが考えられる．その他で多かった理由として，

実選択経路が不通時の場合に利用できる経路，着席でき

るなどが挙げられた． 

先述したように実選択経路では着席できる経路を選択

し，また代替経路では着席したいから代替経路として

時々用いると回答した人が多数いた．通勤利用者の着席

に対する意識は高いため，通勤利用者の経路選択モデル

を構築する際には着席できるかどうかを含むものにした

いと考える． 

 

4. 着地調査における経年変化 

 前述したように着地調査は2000年，2005年と過去2回

行われており，2010年で3回目となる．そこで過去の調

査結果と比較し，考察を行う． 

 

(1) アクセス所要時間 

アクセス所要時間の経年変化を図-2に示す．アクセス

所要時間の分布では過去3回ともほとんど同様の傾向を

示しているが，2000年では6～8分のアクセス時間の人の

割合が高く2005年，2010年と差が生じている．これは

2000年の有効回答数が470部であり，少ないサンプル数

であったため偏りが生じたものと考えられる， 

アクセス所要時間の平均では2005年が約10.9分，2010

年が約10.4分と約4%削減しており，この平均値の差を検

定したところ10%有意である．ここ5年間の社会の変化

の1つに団塊の世代の引退がある．団塊の世代は郊外に

一軒家をもつ人も多くいたので，そのサンプルが減り駅

近郊に住むサンプルが増えたのではないかと考えられる． 

また各年次においてアクセス所要時間は10分以内が

70%弱を占める結果となっている．今後アクセス環境を

整備していくにあたって，10分以内に初乗り駅に行ける

ような整備，開発を行うことで利用者の利便性は増える

ものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－2 アクセス所要時間の経年変化 

 
(2) 通勤所要時間における経年変化 

 通勤所要時間の経年変化を図－3に示す．通勤所要時

間はアクセス所要時間，鉄道乗車時間，イグレス所要時

間を含めた時間を表す．イグレス所要時間は勤務先の位

置，最寄り駅の位置に変化がなく，ほとんど変わってい

なかった．鉄道乗車時間は2005年から2010年において約 

4分減少しており，それに付随して平均通勤所要時間は

2000年43.6分，2005年71.8分，2010年66.9分と変化してい

る．2000年は31分～40分以内に通勤するサンプルが極端

に多く，サンプルに偏りがあったため他の結果と差が出

たと考えられる．2005年から2010年にかけて約5分短縮

されており，この平均値の差を検定したところ1%有意

である．またピークの時間が51～60分のサンプルが多く，
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つくばエクスプレス路線

JR常磐線路線（土浦駅まで）
沿線サンプル

実選択経路でTXを用いるサンプル
代替経路に初めてTXが選択肢に入るサンプル

5年前のピークは71～80分だったので，その変化も所要

時間短縮に影響を与えたと考えられる．新線開業や駅の

複々線化，相互直通運転等の施策の成果が着実に出てい

る考えられる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3 通勤所要時間の経年変化 

 
5. 選択肢集合を用いた研究例 

 
(1) 概要 

着地調査で取得した 2005年，2010年の調査結果を用

いて，選択肢集合の経年変化をつくばエクスプレス（以

下簡略のため TX と称する）を例にとり分析を行う．

TX は“鉄道と宅地の一体的開発”をキーワードとして

2005年 8月 24日に開業した．実際に沿線地域の通勤鉄

道利用者の選択肢集合が開業から 5年間でどう変化した

のか過去 2回の着地調査のデータを用いて分析する． 

図－4，5に2005年，2010年の着地調査のサンプル分布

の一部を示す． 

 
(2) 選択肢集合の比較 

実選択経路に関しては 2005年，2010年とも TX 沿線

近郊を発地とするサンプルが TX を選択しており，5 年

経過で比較してみて特に変化は見られなかった．TX 建

設時に考慮した重点地域

3)
では実選択経路として選択さ

れていることから，今後重点地域を中心に開発が行われ

れば，確実に利用者は増加していくと考えられる．また

つくば市や流山市といった TX 沿線上の重点地域では

2010年調査において選択肢集合に，TX を利用する実選

択経路を持ち，かつ TX 以外を利用する代替経路を持つ

通勤者の LOS は，実選択経路が代替経路よりも通勤時

間 10%減少，運賃は 4%増加という結果になった． 

また，選択肢集合（実選択経路と代替経路）に TX が

含まれる割合を算出すると 2005年 114サンプルに対し

て 46.6％だったが，2010年 98サンプルに対し 30.6%とい

う結果となり 16％減少していた．分析前の予想では

2005年は TX が出来て間もなかったため認知度が低く，

また勤務先での通勤経路の登録，変更が未だのため，選

択肢集合に入らない，一方で 2010年は TX が開通して

しばらく経っているため認知度は上がり選択肢集合に入

っていると考えていたので，逆の結果となった．しかし

図-4を見て分かるように，2005年は選択肢集合に TXを

含む鉄道利用者が広範囲にわたって存在している．実際

には利用しえないかもしれないが，新しい鉄道が開業し

たことによる宣伝等により認知されたと推察できる．  

実際，2005年の調査時 TX を選択肢集合に入れ 2010

年の調査時に TX を選択肢集合から外したサンプルは

TX は用いる代替経路について『知っているだけで，全

く使う気がない』，『あまり使う気がない』と回答して

いる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 2005年サンプル分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 2010年サンプル分布図 

 

図－4，5の凡例 

 

 

 

 

 



 5 

(3) 考察 

選択肢集合が 5年間で変化していたのは事実である．

選択肢集合が変化するにあたって様々な要因が考えられ

るが，数年のうちに変化し得る選択肢集合を取得し分析

をしていくことで，鉄道利用者のニーズにあった鉄道整

備ができるのではないかと考えられる．また，開業から

5 年が経過し“鉄道と宅地の一体的開発”は順調に進ん

でいると考えられるが，沿線地域を発地としているにも

かかわらず TX が選択肢集合にすら入らないサンプルが

顕在化した．このことをを踏まえると，運賃や乗換え等

サービスの向上，沿線地域だけでなく JR常磐線との境

界線地域のサンプルを獲得していくことが TX にとって

更なる需要拡大を生むものと考えられる． 

 

6. おわりに 

 

本研究では鉄道利用者の選択行動を分析するために鉄

道利用実態調査を企画・実施し，過去の調査との比較を

行なうことで経路選択行動の経年変化について分析した．

その結果通勤所要時間の短縮，選択肢集合の変化がみら

れるなど，近年の鉄道事業の整備効果は確実に顕在化し

ていることが判明した．今後は鉄道整備において既存の

施設の有効活用が求められるため，ソフト的な施策も含

めてどのような対策が必要か，分析を深度化する必要が

ある．また経路選択行動の詳細な分析に必要となる鉄道

経路選択モデルを構築するために鉄道駅における乗換え

所要時間を調べる駅構造調査，実選択経路だけでなく，

全代替経路のLOSの取得，経路ネットワークの構築を行

なう．これら調査結果と2010年度の着地調査，および

2011年10月に発表される大都市交通センサスの結果等を

用いて鉄道経路選択モデルの構築に取り組み，現代の需

要に沿った分析を深度化させていきたいと考える． 
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